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 情報通信技術の発達により，Web は情報収集を行う上での重要な情報源の一つとして挙げら

れるようになった．Web 上には，情報を伝えたい当事者が発信する公式な情報だけでなく，当事

者以外が発信する非公式な情報も多く存在する．そのため，Web 上にある情報は多種多様かつ

玉石混淆であり，この中でユーザが必要とする情報を容易に見つけるのは困難である． 

 このような状況の下で情報を見つけるための重要な技術が情報検索である．Web 上の情報検

索においては，検索エンジンを利用することが一般的である．検索エンジンのクローラは日々

Web ページの情報を収集しており，インデックスの総数は時々刻々と増え続けている．そのため，

検索エンジンに検索クエリを入力すると，検索される Web ページの数は膨大となることが予想さ

れる．現在の検索エンジンが提供する検索結果提示方法でこれらのページから適切な情報を発

見するのは多大な時間と手間がかかり，ユーザが必要とする情報を容易に得ることはやはり難し

いと考えられる．  

 膨大な Web 空間において，ユーザが必要とする情報を手に入れ易くするためには，検

索を行う目的，興味，そして必要とする情報の構造を観点として検索活動へ適切に反映す

ることが重要であると考えられる．本研究では，こうした観点を Web における情報検索

により適切に反映させる手法を提案する．本研究では特に近年社会問題にもなっている，

“就職活動における企業研究”を対象として，本提案手法の適用を試みる．企業研究にお

ける従来の検索方法としては，一般的な検索エンジンを使う方法や就職支援サイト内の検

索機能を使う方法が挙げられる．しかし，一般的な検索エンジンについては自身が希望す

る業種，職種，勤務地，制度・待遇を反映させることは難しく，提示手法も企業研究に特

化したものではない．また，就職支援サイトについてはそれらの希望を入力して企業を検

索する機能はあるが，その中で優先順位を設定する機能がなく，ユーザの企業検討のプロ
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セスを検索に反映させているとは言い難い．さらに検索結果の提示内容は，企業研究等の

就職活動支援に特化した内容であるが，情報源が就職支援サイト内の情報のみであるため，

幅広く情報を収集できるとは言い難い． 

 本研究の目的は上記の課題を解決すべく，ユーザの希望や企業検討のプロセスを踏まえ

た上での企業の検討を支援し，それに加えて企業研究に特化した検索を行い，その検索結

果を提示するシステムを開発することである．これにより，企業研究の対象とする企業の

検討にユーザの希望を従来の手法より反映でき，また，多様な情報を収集しやすくなるこ

とが可能になると期待できる．  

 本稿ではまず，就職活動における企業研究の意義と，企業研究における Web 検索の重

要性，従来の方法として検索エンジンと就職支援サイトを利用した場合に考えられる課題

について述べる．次に，観点を含めた情報検索のモデルと，観点とキーワードセットの定

義を行う．そして，ペルソナを用いてシステムを利用する大学院生像の設計を行った上で，

実際のシステムの設計と開発を行う．  

 開発したシステムは，ユーザの希望する業種，職種，本社所在地，制度・待遇やその中

での優先度に基づいた上で企業一覧を提示し，選択した企業によってその提示順序を更新

する企業検討支援機能，選択した企業の企業概要，IR 情報，口コミを検索する企業情報

検索機能，先の情報に対する検索結果を情報ごとにまとめて提示する企業研究情報提示機

能を持つ． 

 最後に，開発したシステムが実際に機能するかどうかを調査するためにケーススタディ

を行った．本ケーススタディでは被験者に開発したシステムを使って企業を調べさせ，検

索エンジンや就職支援サイトの検索機能と比較してどちらが良かったかをシェッフェの

一対比較法に基づいて 5 段階で評価させた．また，その評価の理由や機能改善の提案につ

いても自由記述させた．その結果，既存の検索エンジンに対しては企業検索面および検索

結果提示面で，就職支援サイトに対しては企業検索面で優位性があることが示唆され，自

由記述からも，ユーザインタフェースや検索結果提示に関する課題は残っているが，設計

した機能に有効性があったことが示唆された． 
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第 1 章 はじめに  

1.1 背景と目的  

情報通信技術の発達により，World-Wide-Web(Web)は情報収集を行う上で重要な情報源の一

つとして挙げられるようになった．Web 上には，情報を伝えたい当事者が発信する公式な情報だ

けでなく，当事者以外が発信する非公式な情報も多く存在する．公式な情報は当事者が伝えた

い情報がダイレクトに発信できるため信憑性は高くなると考えられるが，当事者にとって不利益な

情報が発信される可能性は低い．一方，非公式な情報は信憑性を判断することは困難であるが，

当事者から発信されない情報を入手できることもある．そのため，Web 上にある情報は多種多様

かつ玉石混淆であり, この中でユーザが必要とする情報を容易に見つけるのは困難である[1]． 

 このような状況の下で情報を見つけるための基盤となる技術が情報検索である．Webにおける

情報検索とは，様々なタイプの利用者がぞれぞれの目的や対象に対して，Web 上に存在する膨

大な情報源から必要な情報を探索する活動である[2]．このような活動においては，検索エンジン

を利用することが一般的である．検索エンジンはクローラと呼ばれる，Web ページを巡回し, ペー

ジタイトルやページの本文を収集するプログラムを利用して，インデックスと呼ばれる Web ページ

のタイトル，本文，URL をまとめた一覧表を予め作成しておく．このインデックス内をユーザが知り

たい概念や対象を表す単語である検索クエリに基づいて検索し，ページランク[3]などのアルゴリ

ズムに基づいて算出される重要度に応じてその結果をユーザに提示する．米 Google 社によると，

2008 年の時点で Web ページの総数は 1 兆ページを超えるとされている[4]．これらの Web ページ

を網羅すべく，検索エンジンのクローラは日々Web ページの情報を収集しており，インデックスの

総数は時々刻々と増え続けている．そのため，ある検索クエリに対して，検索エンジンによって検

索される Web ページの数は膨大となることが予想される．現在の検索結果提示手法でこれらの

ページから適切な情報を発見するのは多大な時間と手間がかかり，ユーザが必要とする情報を

容易に得ることは難しい[5]．膨大な Web 空間において，ユーザが必要とする情報を手に入れ易く

するためには，検索を行う目的や興味，そして必要とする情報の構造を観点として検索活動へ

適切に反映することが重要であると考えられる． 

本研究の目的は，こうした観点を Web における情報検索により適切に反映させる手法を提案し，

開発したシステムの評価を通じて，提案手法の有効性を明らかにすることである．本研究では特

に近年社会問題にもなっている，“就職活動における企業研究”を対象として，本提案手法の適
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用を試みる．Web 上には企業の情報が多数存在するが，単純に企業名を検索クエリとするだけ

ではそれらの情報が企業研究の基になる情報としてまとまった形では出てこない．そのため，企

業研究として企業概要や口コミ情報等をまとめて取得し，その内容を把握することは従来の検索

エンジンによる検索結果の提示では難しいと考えられる．また，検索クエリとなる企業を決める際

にもネームバリューで決定してしまう可能性もある [6]． 

 本研究では，ユーザが設定した希望や優先度に基づいて検索クエリとなりうる企業の候

補を示し，ユーザが選択した企業とその企業について知りたい情報の検索を行い，また企

業研究を検索目的とした検索結果を提示するシステムを提案する．これを実現するために，

本システムの仮想ユーザとしてのペルソナを設計し，それに基づいて企業研究における情

報検索支援に特化した機能を開発する．このシステムを提供することで，企業研究に特化

した情報検索支援が可能になることが期待される． 

1.2  本論文の構成 

 本稿は本章を含めて 6 章で構成される．第 2 章では，就職活動における企業研究に加えてそ

の活動に必要不可欠な Web 検索と従来の手法における課題について述べる．第 3 章では，観

点を検索活動に含めた Web 検索モデルの提案と観点の定義について述べる．第 4 章では，ペ

ルソナの設計とそれに基づいたシステムの設計ついて述べる．第 5 章では前章で設計したシス

テムの主要な機能とその使い方，ケーススタディの目的，方法，結果と考察について述べる．最

後に，第 6 章では本研究のまとめと今後の課題について述べる． 
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第 2 章 就職活動と企業研究 

2.1 就職活動の流れと現状 

 就職活動とは，その名の通り希望する職業に就くために行う活動のことである．2008

年に起こったリーマンショックを端緒とする世界同時不況に加え，2010 年に起こったギ

リシャ経済危機を発端とする欧州金融危機による円高不況により, 日本国内の経済は低

迷状態である．そのため，就職活動の現状も大変厳しいものとなっている．具体的には，

日本国内における新卒者の採用数は抑制傾向となっており，内定を中々貰う事が出来ない

ために就職活動を長期に渡って行わざるを得なくなる人が増えている．また，「思ってい

た仕事と違った」という理由のため，大学学部卒業で入社した人のうち約 3 割が 3 年以内

に企業を辞めてしまう「雇用のミスマッチング」と呼ばれる状況も発生している[7]． 

 就職活動における典型的なタイムスケジュールを図 1 に示す．就職活動の始まりとされ

ているのは，卒業前年度の 6 月である．この時期には，リクルートが運営するリクナビ[8]

やマイナビ(旧社名：毎日コミュニケーションズ)が運営するマイナビ[9]に代表される就職

支援サイトがオープンする．就職支援サイトでは求人情報を閲覧することができるだけで

なく，エントリーと呼ばれる選考を受ける意思表示をすることで説明会や面接の予約を行

うことができる．説明会や面接の予約は，就職活動を行う学生にとっては就職支援サイト

のみで受付を行うことが多いため，就職支援サイトへ登録することは事実上必須となって

いる．また卒業前年度の夏休みには，インターンシップと呼ばれる就業体験活動を行う企

業がある．インターンシップへの参加は任意であるが，中には選考の一つとして位置づけ

ている企業もある．就職活動が本格化するのは，卒業前年度の 12 月である．この時期に

は主要都市において合同企業説明会が開催される．これと並行して，企業独自で行う説明

会も開催される．実際の選考が始まるのは卒業前年度の 1 月である．選考の流れとしては，

初めにエントリーシート(ES)の提出や筆記試験が課され，その後面接を複数回行い，最終

面接の合格者に内定通知が出る． 

 エントリーシートや面接においては，自分が持つセールスポイントをアピールしなけれ

ばならない．そのためには，自分自身について知る作業である自己分析を行う必要がある

[10]. 自己分析では何がやりたいのか，何に向いているのか，何故働くのかを過去の経験，

現在の性格，将来の希望を基に考えていく．さらにこの自己分析の内容から，自分がやり

たい仕事や興味のある業界，企業について調べることが次節に述べる企業研究である． 
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図 1. 就職活動のタイムスケジュール 

 

2.2 就職活動における企業研究 

2.2.1 企業研究 

 本研究が支援の対象としている企業研究とは，「数ある企業の中で，どの企業を選び，

なぜこの企業を選んだのか？」を考えるための作業である．一般に企業研究はまず，自分

の興味，適性があると思う職種, 勤務地，重視する制度・待遇を基に調べる企業を選ぶこ

とから始まる．さらに選んだ企業を対象にして集めた情報を文章にまとめ，エントリーシ

ートへの記入や面接での志望動機に反映させる．志望動機の内容には「なぜこの企業を選

んだのか？」が問われ，この内容が選考の合否に対して非常に大きなウェイトを占めてい

る．そのため，志望する企業の情報についてはもちろん，同業種の企業やライバル企業に

ついての情報も事前に調べておくことは非常に重要な作業であると言える[11]． 

 企業研究において，企業を見るポイントとなる情報は多数ある．ポイントとなりえる情

報の例としては，企業が行う事業内容がどの分野に属しているかを端的に示した業種や，

有価証券報告書や決算報告書などの IR 情報が挙げられる．また就職活動では，その企業

で募集している職種についても，企業研究上での重要なポイントになると考えられる．他

にも，実際に企業に勤めている人の声や職場の雰囲気など，関係者とコンタクトを取らな

いと得られない情報も存在する．どのポイントを優先するかは，人の好みや，何を専攻し

てきたか，どこに住んでいるかなど状況によって異なる． 
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2.2.2 企業研究における Web 検索 

 2011 年に，リクルートは大学 4 年生・大学院 2 年生 490 名に対して「企業研究の手法

としてどのような手法を勧めたいか」についての調査を行った[12]．調査の結果によると，

約 7 割の学生から企業の公式サイトや Web より収集する手法を勧めたいという回答があ

った[6]．これは，約 8 割の学生が勧めていた「説明会・セミナーに参加する」という手法

に次いで多い回答であった．このことからも，今日の就職活動における企業研究では，

Web を使って企業の情報を調べるということが一般的な手法なっていると考えられる． 

 Web を利用して企業の情報を集める場合，集める事ができる情報は 4 つのタイプに分け

る事ができると考えられる．1 つ目は企業の公式サイトに記載されている公式な情報，2

つ目は新聞社や株式情報サイトなど企業以外が発信している情報，3 つ目はリクナビなど

就職支援サイトが発信している情報，4 つ目は第 3 者が発信している Twitter や掲示板上に

ある噂などの非公式な情報である．Twitter や掲示板で得られる非公式な情報は，第 3 者の

誤解により事実と少し異なる情報が載せられてしまうこともあるため[13]，必ずしも正確な

情報を手に入れられるわけではない．しかし，企業研究とは別の見方をした情報を手に入

れる事が出来る可能性もある．企業に対する理解を深めるためには，これらの幅広い情報

源から公式な情報だけでなく非公式な情報も合わせて収集することが重要である．Web

を利用することでこうした作業が効果的に行えることが，企業研究における Web 検索の

重要性を示すものであると言えよう． 

   

2.2.3 従来の企業研究における課題 

 企業研究における従来の手法としては，一般的な検索エンジンを使う手法と，就職支

援サイト内の検索機能を使う手法が挙げられる．検索エンジンでは，企業名や知りたい

情報を示す語を検索クエリとして入力し，検索ボタンをクリックすると入力した検索ク

エリに対応する検索結果が一覧で提示され，その中から企業研究として有用なページを

選択してその内容を調べることができる．就職支援サイトでは検索エンジンの手法に加

えて，ユーザが希望する業種，職種，勤務地，制度・待遇に基づいた検索も可能である．

しかし，それぞれにおいて以下に述べる課題があると考えられる． 

 

・一般的な検索エンジン 

 Google サジェストに代表される[14]，検索クエリ入力中にその候補を提示する検索支援

はあるが，それにユーザが希望する業種，職種，勤務地，制度・待遇を反映させること
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は難しい．また, 検索結果の提示手法については, 企業研究以外の利用も考えられるので

企業研究に特化した提示ではない． 

・ 就職支援サイト 

 ユーザが希望する業種，職種，勤務地，制度・待遇を入力して企業を検索する機能は

あるが，その中で優先順位を決める機能がない．また，選択した企業の業種，募集職種，

勤務地，その企業の制度・待遇を検索活動へ自動的にフィードバックする機能がなく，

ユーザの企業検討のプロセスを検索に反映させているとは言い難い．さらに，検索結果

の提示内容は，企業研究等の就職活動支援に特化した内容であるが，情報源が就職支援

サイト内の情報のみであるため，幅広い情報を収集できるとは考えにくい． 

 

2.3 本研究の目的 

 本研究の目的は上記の課題を解決すべく，ユーザの希望や企業検討のプロセスを踏まえ

た上での企業の検討，それに加えて企業研究に特化した検索結果を提示するシステムを開

発することである．これにより，企業研究の対象とする企業の検討にユーザの希望を従来

の手法より反映でき，また企業検索に特化した検索および多様な情報を収集しやすくなる

ことが期待できる．  

 

2.4 関連研究 

 就職活動支援システムに関する研究は以前より行われている．前山らは，就職支援サイ

ト上の企業の情報を予め収集し，それらを表形式で提示するシステム，および企業の公式

サイトから志望動機に利用できるキーワード群を提示するシステムを開発している[15]．ま

た三井所らは，学生が収集した企業の情報の管理を支援するシステム，およびエントリー

シート作成の支援を行うシステムを開発している[16]．さらに長谷川らは，就職活動を行う

大学生と企業に勤める大学 OB・OG の間での人間関係を構築することを支援する SNS を

開発している[17]．これらの研究においては，Web の検索を対象とした検討は行われてい

ない．本研究では，従来の研究では明示的に対象とされてこなかった企業研究における

Web 検索を対象とする． 
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第 3 章 Web 検索のモデルと観点 

3.1 Web 検索のモデル 

 齋藤は Web における検索を，キーワード空間と Web 空間との 2 空間での検索として捉

えている[2]．キーワード空間とは，ユーザが今までに得た知識や Web 空間からの情報のフ

ィードバックを基にして検索クエリをユーザの頭の中で考えるための空間である．一方

Web 空間とは，ユーザの外側にある情報源としての空間である．この Web 空間について

は，検索結果で得られた個々の Web ページのタイトル，要約およびハイパーリンクが貼

られたリストを検索結果空間，個々の Web ページそのものはページ空間に分けられると

している．本研究では，図 2 に示すように，Web 空間を検索結果空間とページ空間に明示

的に分割することで，Web 検索をキーワード空間，Web 空間，ページ空間から成る 3 つの

空間内の遷移するモデルを設定する．また，このモデルに次節に示す観点という概念を加

え，観点がキーワード空間と検索結果空間に反映されるものと想定する． 

 

 

図 2. Web 検索における 3 つの空間と観点の関係 
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3.2 観点の定義 

 図 3 に観点の概念図を示す．本研究における観点の概念とは，検索目的，検索クエリ，

ユーザが必要とする情報の構造を反映したものであり，これらをまとめてキーワードセッ

トと呼ぶ．検索目的とは，「何が知りたいか」などといった検索を行う動機を示したもの

ある．この検索目的に合致した検索対象のキーワードである検索クエリは複数設定するこ

とが可能である．また，ユーザが必要とする情報の構造とは，「検索エンジンより返って

きた検索結果をどのような構成で提示すればよいか」というものである．例としては，ユ

ーザの興味の対象となる概念間や団体間においてあることに対する比較が挙げられる．こ

うした情報の構造はシステムが検索結果を提示する時に反映される．  

 本研究では，企業研究を行うことを検索目的として設定する．検索クエリは企業名や企

業研究に使われる可能性が高い単語の組み合わせが想定される．情報の構造は企業概要や

IR 情報等の企業研究向けの構造として，これらをキーワードセットとする． 

 

 

図 3. 観点の概念図 
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3.3 モデルの意義 

 ページ空間は，一般に Web ページ作成者によって構成されるものであり，ユーザがそ

れを直接改変するのは難しい．しかし，キーワード空間はユーザが設定するもの，検索結

果空間はシステムが生成するものである．Web 検索のモデルに観点という概念を導入する

事で，キーワード空間におけるユーザが行う検索クエリ設定および検索結果空間でのシス

テムが行う検索結果生成を制御できると考えられる．また，観点の構成要素として検索目

的，検索クエリ，構造を定義することで，キーワード空間と検索結果空間に何を反映させ

るべきかが明確になる．これにより，前章で述べた一般的な検索エンジンにおける企業検

索および検索結果提示の課題や，就職支援サイトにおける企業検索の課題が解決できると

考えられる． 

 

3.4 関連研究 

 梶並らはキーワードマップによりユーザの検索意図を抽出し，それに基づいてエージェ

ントが情報収集を行うシステムについて提案している[18]．また，尾暮らはオントロジーに

基づいて原子力分野に特化した情報を集めた検索エンジンを開発している[19]．これらの研

究では，観点の一種として検索意図や原子力を扱っているが，情報の提示手法までは検討

が行われていない．本研究では，これらの研究では扱われていない情報の提示手法につい

ても検討する． 
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第 4 章 システム設計  

4.1 ペルソナ設計  

4.1.1 ペルソナとは 

 システム設計においては，ターゲットとするユーザの視点に応じたシステムを設計す

べきである[20]．そこで本研究では，ユーザ中心設計の分野で活用されているペルソナ設計

手法を利用する．ペルソナとは仮想的かつシステムがターゲットとするステータスや性格

を持つユーザ像のことである．このペルソナを作成する事で，システムの設計において必

要な機能が何であるのかを明らかにすることができる[21][22].  

 

4.1.2 本研究におけるペルソナ 

 本研究では，本学に在籍する大学院生と，就職活動における Web を利用した情報検索

を想定して図 4 に示す 6 つのペルソナの設計を行った．以下に設計した各ペルソナのシナ

リオを示す．  

 

 
図 4. ペルソナと就職活動のスケジュール 
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A：知識科学研究科 M1  12 月  

 大学時代に福祉情報学を専攻し社会福祉士の資格を取得したが，サービスサイエンスに

興味を持ち，大学院に進学して知識科学を専攻替えした．資格を活かす企業に就職したい

と考えているが，就職先を探すためのそれ以外の軸はまだ決めていない．情報収集は，社

会福祉士の資格保有者が集まる SNS のコミュニティを中心とした，口コミ情報を出発点

として関連する企業を検索しているが，業種の全体像を把握することはできていない．   

 

B：知識科学研究科 M1  2 月 

 大学時代に文系学部に所属していたが，文理融合の重要性を感じ，大学院に進学して知

識科学を専攻している．セミナーや企業説明会を通じて営業職に興味を持ち始めているが，

幅広い業種で募集されているため，どの業種が良いかについては絞りきれていない．情報

収集は，業種間での営業職の違いや業種毎の将来性について調べるために，就職支援サイ

トや検索エンジンを利用しているが，具体的な企業情報は見つかっても，業種レベルの検

討材料はあまり見つからなくて焦り始めている． 

 

C：情報科学研究科 M1  1 月 

 大学時代に機械工学を専攻していたが，制御に必要不可欠な知識・技能を学ぶため大学

院に来て情報科学を専攻している．元々，ものづくりの仕事に携わりたいと考えており，

製造業を中心とした開発職で実家から通勤可能な企業の説明会に参加するために情報を

収集している．情報収集は就職支援サイトを中心に行なっているが，地方で対象となる企

業をあまり見つけられていない．  

  

D：情報科学研究科 M1  3 月 

 大学時代に電気・情報系を専攻しており，そのままの流れで情報科学を専攻している． 大

手電機メーカの SE 職を希望しており，面接に向けて志望動機の質を向上させるため，ラ

イバル企業を調べて比較を行いたいと考えている．情報収集は，企業の公式サイトを中心

に就職支援サイトや，最近のニュース，口コミ情報など幅広くアクセスしているが，情報

が多すぎて，企業研究として集約するには至っていない． 

 

 E：マテリアルサイエンス研究科 M2  4 月 
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 大学時代に専攻していた材料系からバイオ系に方向性を変え，マテリアルサイエンスを

専攻している．大手企業の研究職を希望しており，研究所等の説明会に積極的に足を運ん

でいる．しかし，大学院生向けの研究職の募集が少なく苦労している．情報収集は就職支

援サイト等を利用しているが，大学院生に特化した情報があまりなく，適切な情報にアク

セスすることができていない．  

 

 F：マテリアルサイエンス研究科 M2  5 月 

 大学時代に専攻していた材料科学をより深く学ぶために，マテリアルサイエンスを専攻

している．学部と大学院で学んだ知識を活かすために，第一希望の材料系メーカに挑戦し

たが残念ながら不採用となり，次の候補として，関連企業だけでなく，他の業種・職種に

ついての選択肢を検討中である．情報収集は，これまで第一希望の企業について集中して

やってきたため，他の業種・職種についての基礎的情報が不十分でどのように検索すれば

良いかが十分につかめていない． 

 

4.2 支援機能の設計  

 本研究では，就職活動における企業研究を支援するシステムの開発を目指している．前

節で設計した各ペルソナが持つ課題を企業研究の視点から整理すると図 5 のようになる．

これを支援するために本研究では 3 つの支援機能を設計した．以下に設計した機能につ

いて述べる． 
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図 5. ペルソナが持つ課題と対応する機能 

4.2.1 企業検討支援機能  

 企業検討支援機能とは，業種や職種などの希望や優先度をユーザに入力させ，それに基

づいた企業の一覧を提示することで企業の検討を支援する機能である．本機能におけるユ

ーザの希望とは，例えば業種においては情報通信業や製造業を，職種においては研究職や

開発職などを意味しており，これらをユーザに示し，希望するものを入力させる．就職先

を探す軸を決めていないという課題に対し，予め軸となりうる業種や職種などを示すこと

で軸決定の支援ができると考えられる．また，業種や職種の中でも何を重視するかを数値

で示した優先度を設定させることで，ユーザの業種内，職種内での優先順位を企業検索に

より反映できると考えられる．さらに，ユーザの希望に該当する企業の一覧を提示するだ

けではなく，ユーザが選択した企業に応じて次に提示する企業の順序を変更する事ができ

るようにする．これにより，初めに第一希望の企業を選択すると第一希望に近い企業が上

位に来ることになり，業種や職種などについての情報が不十分である課題に対し，情報が

不十分であっても希望に近い企業を見つける事ができると考えられる． 

 

4.2.2 企業情報検索機能 

 企業情報検索機能とは，企業に関する情報を多数の情報源から検索する機能であり，企

業概要，IR 情報，口コミ情報といった情報の種類をユーザに選択させた上で取得する．

情報収集が就職支援サイトに偏っている課題に対し，企業の公式サイトや口コミサイトも
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検索の対象にすることで，幅広い情報源から情報を得る事が期待できる．実際の情報検索

には，外部の検索エンジンや Web サービスが公開する API を利用する．これらの API に

ユーザが選択した企業と情報の種類を検索クエリとして入力し，一括検索を行う．  

 

4.2.3 企業研究情報提示機能 

 企業研究情報提示機能とは，上記の API の返り値である検索結果を取得し，企業研究の

基となる情報を提示する機能である．企業研究のための情報を集約できない課題に対し，

4.2.2 で述べた機能で選択した情報の種類ごとにまとめて検索結果を提示する．これによ

り，情報の効率的に提示できることが期待できる．  

 

 

 

 

4.3 ユーザプロファイル 

 本研究におけるユーザプロファイルとは，ユーザが就職活動において希望する業種，職

種，勤務地，制度・待遇やそれらの中での優先度を表す情報である．これは企業検討支援

機能において，企業との類似度を計算する際に利用される．ここでは，ユーザプロファイ

ルの要求要件と表現方法について述べる． 

 

4.3.1 ユーザプロファイルに利用する項目の調査 

 ユーザプロファイルに利用する項目を決定するために，就職支援サイトにおいてチェッ

クボックス式の検索条件として利用されている項目について調査を行った．今回調査の対

象とした就職支援サイトのサイト名，運営企業・団体およびそのアドレスは表 1 の通りで

ある． 

 

表 1. 就職支援サイト名と URL 

 

サイト名 運営企業・団体 アドレス 

リクナビ (株)リクルート http://www.rikunabi.com/ 

マイナビ (株)マイナビ http://job.mynavi.jp/ 
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日経就職ナビ (株)日経 HR，(株)ディスコ https://job.nikkei.co.jp/ 

エン・ジャパン エン・ジャパン(株) http://www.enjapan.com/ 

就活ラボ (株)アクセスヒューマネット http://www.ac-lab.jp/ 

就活ナビ (株)ダイヤモンド・ビックア

ンドリード 

http://www.shukatsu.jp/ 

文化放送就職ナビ (株)文化放送キャリアパート

ナーズ 

http://bunnabi.jp/ 

Jobway 中小企業家同友会 http://www.jobway.jp/member/index.p

hp 

 

 表 1 に挙げた就職支援サイトにおいて，業種や職種などといった企業を見つけるための

検索条件として利用されている項目分類とその項目分類が検索条件として利用されてい

る就職支援サイトの数を表 2 に示す．本研究では，検索条件として利用されている項目分

類のうち，企業情報として重要な項目を利用するために過半数の就職支援サイトで利用さ

れている項目分類をピックアップした．さらにその中で幅広く企業を調べてもらうために

ユーザの学歴に依存しないと考えられる項目分類を，ユーザプロファイルに利用すること

とした．表 2 においてユーザプロファイルに利用する項目分類は太字で記述している． 

 

表 2. 就職支援サイトでの検索条件項目分類とそのサイト数 

 

項目分類名 検索条件として利用されているサイト数 

業種 8 

職種 8 

採用予定学科・積極採用対象 7 

本社所在地・勤務地 6 

企業・組織の特徴 6 

制度・待遇 5 

株式公開 5 

従業員数 4 

既卒者採用 4 

採用手法 4 
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売上高 2 

技術系で主に活かせる専攻 1 

雇用形態 1 

初任給 1 

採用見込み数 1 

歓迎する資格 1 

企業の「力」 1 

資本金 1 

社歴 1 

平均年齢 1 

昨年の採用人数 1 

  

 

 

 特に，項目分類の中で企業・組織の特徴，制度・待遇については，各就職支援サイトで

多種多様な項目が設定されていた．これらの項目についても上記の就職支援サイトで，過

半数で利用されていた項目をユーザプロファイルの項目に利用する．表 3 に利用する項目

を示す． 

 

表 3. 企業・組織の特徴，制度・待遇の中でユーザプロファイルに利用する項目 

 

企業・組織の特徴 制度・待遇 

3 年連続売上高 UP 企業 

外資系企業 

海外拠点あり 

20 代の管理職登用実績あり 

社員平均年齢 20 歳代 

大学院もしくは MBA 留学制度あり 

フレックスタイム導入 

年俸制など実力主義的給与体制 

ストックオプション・社員持ち株制度あり

資格取得バックアップ 

 

4.3.2 ユーザプロファイルと企業情報の定義 

 本システムでは初めに，ユーザにユーザプロファイルを設定させる．ユーザプロファイ

ルの項目値の初期値は 0 と 1 の 2 値を取り，希望する項目の項目値は 1，希望しない項目
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の項目値は 0 とする．また，実在する企業にも同じ形式の情報を持たせる．項目に当ては

まる時の項目値は 1，項目に当てはまらない時の項目値は 0 とし，これらを企業情報とし

て予め企業情報データベースに格納しておく．図 6 にユーザプロファイルと企業情報の例

を示す． 

 

 

図 6. ユーザプロファイルと企業情報の例 

4.4 類似度の定義 

 ユーザプロファイルと企業情報データベース内にある企業との類似度について，ユーク

リッド距離をベースとしさらに優先度を設定できる様にした(1)式を類似度計算の式とし

て定義する．類似度が 0 であるとユーザの希望と完全に一致していると言え，類似度が大

きくなる程ユーザの希望と離れていく．また，ユーザプロファイルで設定した優先度は，

類似度の計算を行う際の係数として反映させる．これにより，優先度の高い項目において

ユーザプロファイルとその項目の項目値が 0 の企業との類似度が大きくなる．  

 

ܵ௥௖,௜௖ ൌ ඥΣሼܽ௣ሺܦ௣,௜௖ െ ௣,௥௖ሻଶሽܦ …(1) 

 

ܵ௥௖,௜௖:企業 rc のユーザプロファイル ic に対する類似度 

ܽ௣:項目 p に対するユーザの優先度 

௣,௜௖:ユーザプロファイルܦ ic が持つ項目 p の項目値 

௣,௥௖: 企業ܦ rc が持つ項目 p の項目値 
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4.5 ユーザプロファイルの更新 

 図 7 はユーザプロファイル更新について示した図である．また，(2)式はユーザプロフ

ァイルの更新に用いる式である．ユーザが企業を選択すると，ユーザプロファイルの項目

値が更新される．これは，企業選択時のユーザプロファイルの項目値と選択した企業の項

目値の平均値を取り，この平均値を新たなユーザプロファイルの項目値とするからである．

これを繰り返すことで，ユーザが企業に対して該当して欲しいと思う項目の傾向を，シス

テムが把握することが可能になる． 

 

௣,௜ܦ ൌ
ሺ௜ିଵሻ஽೛,೔షభାವ೛,ೞ೎

௜
 …(2) 

 

i：更新回数 

௣,௜：iܦ 回更新された時のユーザプロファイルが持つ項目 p の項目値 

௣,௜ିଵ：i-1ܦ 回更新された時のユーザプロファイルが持つ項目 p の項目値 

௣,௦௖：選択した企業ܦ sc が持つ項目 p の項目値 

 

図 7. ユーザプロファイルの更新 
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第 5 章 システムの実装とケーススタディ  

5.1 システムの実装 

5.1.1 システム基盤 

 本研究では企業情報データベースの更新を容易にするため，システムを Web アプリケーショ

ンとして実装する事とした．システムの実装にあたっては，Web アプリケーションの開発・実行環

境としてよく知られた LAMP 環境(OS：Linux,Web：Apache HTTP Server, データベース：MySQL,

開発言語：Perl,PHP,Python)と WISA 環境(OS：Windows Server,Web サーバ：IIS,データベース：

SQLServer,開発言語：Visual Basic や C#)を比較し，どちらを開発・実行環境として採用するか検

討を行った． 

 LAMP 環境の各ソフトウェアはオープンソースのフリーウェアであるため，導入のコストを抑える

ことができる．しかし，各ソフトウェアの開発提供元がバラバラであるため，バージョン間での相性

や互換性によるトラブルが発生する場合がある[23]． 

 一方 WISA 環境の各ソフトウェアは，基本的に有償であるため, 導入のコストが LAMP 環境より

高くなる．しかし，各ソフトウェアの開発提供元がMicrosoft 一社であるため，LAMP環境で考えら

れる互換性によるトラブルは発生しにくい．また，WISA 環境は，Visual Studio などの Microsoft

が提供する統合開発環境と連携ができるため，Web ページを構成するボタンやテキストボックス

などを直感的に配置できる．また実行環境は，.NET Framework 上で動作するためメモリ管理や
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セキュリティ制御を考慮する事無くアプリケーションの開発に専念することができる．さらにデータ

ベースとの連携やユーザ認証等の機能についてもコーディングレスで開発することが容易であり，

開発にかける時間を短縮できると思われた．そのため，本研究では開発・実行環境として WISA

環境を選択した．  

 

5.1.2 システムの主要な機能 

○ユーザプロファイルの設定 

 図 8 にユーザプロファイルの設定画面を示す．この画面では，例えば業種においては情

報通信業や製造業を，職種においては研究職や開発職を示し，ユーザ本人の希望に該当す

る項目にチェックを入れる事で，ユーザプロファイルの初期値を設定する事が出来る．ま

た，項目についてはリストボックスで優先度を設定する事ができる．項目分類は業種，募

集職種，本社所在地，制度・特徴・株式公開の 4 つである．項目数は業種 70 項目，本社

所在地 47 項目で，東洋経済新聞社のデータを利用した．また，募集職種 64 項目，企業・

組織の特徴および制度・待遇 10 項目，株式公開 1 項目についてはリクナビのデータを利

用した．優先度は各項目分類内で合計 5 ポイントまで割り振ることができる．さらに，項

目分類にはそれぞれラジオボタンがついており，チェックされた項目分類では優先度の合

計の上限を 10 まで引き上げる事ができる．  
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図 8. ユーザプロファイルの設定画面 

○企業選択 

 ユーザプロファイルの設定でチェックを入れた項目に該当する企業の一覧を提示する．

その際，4.3 で定義した類似度に従って，類似度の降順に企業を提示する．ユーザが企業

を選択すると，ユーザプロファイルと選択した企業の項目値を基に 4.4 で定義したユーザ
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プロファイルの更新が行われ，企業が提示される順番が変わる．例えば，図 9 はユーザプ

ロファイル設定で IT 系の職種に全てにチェックを入れ，かつ本社所在地は富山県，石川

県，福井県にチェックし，石川県の優先度を 3，富山県の優先度を 2 にした場合の企業一

覧である．図 10 は図 9 から「PFU」を選択した場合，図 11 は図 9 からナナオを選択した

場合の企業一覧である．図 10 と図 11 を比べると，選択した企業によって企業一覧で提示

される企業の順番が変わっていることがわかる．なお図 9,図 10,図 11 では類似度が表示さ

れているが，実際にユーザが使用する際には，類似度は非表示にしている． 

 

 

図 9. 企業一覧の例 
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図 10. PFU を選択した場合の企業一覧 

 

 

図 11. ナナオを選択した場合の企業一覧 
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○検索設定  

 図 12 は検索設定画面である．企業一覧で選択した企業に，企業概要や IR 情報を表す言

葉を追加，あるいは企業研究を行う上で有用なサイトのドメインを指定し Web 上の検索

を行う．検索を行う際は，検索 API に Yahoo!Japan が提供する Yahoo 検索 API を利用した

[24]．選択した企業について，企業名の後に企業概要，IR 情報，ユーザが任意で設定でき

る単語（フリーワード）が検索クエリとして Yahoo 検索 API に送られる．また，口コミ

は Yahoo 検索 API のドメイン指定機能を使い「みんなの就職活動日記」[25]内を検索して

いる．  

 

 

図 12. 検索設定画面 

 

○検索結果提示 

 Yahoo 検索 API は検索結果の返り値として XML データをシステムに渡す．システムは

この XML データを，図 13 のようにユーザが把握し易い形に体裁を整えて提示する．検

索結果は検索設定で選択した企業概要，IR 情報，口コミ，フリーワードごとにまとめて

提示する．また，ページタイトルには情報の発信元になるページへのハイパーリンクが貼

られており，ユーザはそのページに記載されている内容を直接確認することができる．さ

らに，リストボックス内にある企業名を選択する事で，検索結果を企業ごとに切り替える

ことができる． 
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図 13. 検索結果の提示  
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5.2 システムの利用例 

 以下では，ユーザが開発したシステムを用いて企業研究を行う手順を紹介する． 

 

5.2.1 ユーザプロファイルの入力 

 開発したシステムを用いて企業研究を行う場合，まず初めにユーザプロファイルを設定

する．ユーザプロファイル設定画面では，希望する項目にチェックを入れる．その際，リ

ストボックス内の値を設定することで優先度を設定できる．また，特に重視する項目分類

は上限を上げる事が出来る．「実行」ボタンをクリックする事で，企業一覧が提示される． 

 

5.2.2 企業選択 

 企業名横の「選択」リンクをクリックすると，下のアイテムボックスに企業名が入力さ

れる．この時ユーザプロファイルの更新と類似度の再計算が行われ，その結果に基づいた

企業一覧が再度提示される．これより企業をさらに選択する事が出来る．なお，ユーザプ

ロファイルの設定を変更する場合は「リセット」ボタンをクリックしてユーザプロファイ

ルの設定をリセットする必要がある．一通り選択が終了した後に，「次へ」ボタンをクリ

ックし検索設定に進む． 

 

5.2.3 検索設定 

 ユーザは選択した企業について，企業概要，IR 情報，口コミ，ユーザが任意で設定で

きる単語（フリーワード）について Web 検索を行う．これらを検索するか否かは，それ

ぞれの情報に対応したチェックボックスへのチェックの有無で決める事ができる．チェッ

クを入れた後に，「検索」ボタンをクリックすることで検索が行われる． 

 

5.2.4 検索結果閲覧 

 ユーザは検索結果内にあるリンクをクリックすることで，その情報がある個別ページを

表示する k とが出来る．その個別ページの内容より企業に関する情報を得る．また，「編

集」リンクをクリックすると検索結果の提示が編集モードになり，得られた情報などをメ

モとして追記できるようになる．なお，再び企業を選び直す場合は「前の画面に戻る」ボ

タンをクリックする事で，ユーザプロファイル設定画面に戻る必要がある． 
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5.3 ケーススタディ 

5.3.1 目的 

 開発したシステムが企業研究に有効であるかどうかを確認するため，ケーススタディを

行った．企業検索と検索結果提示に関して，開発したシステムと従来の検索エンジンおよ

び就職支援サイトの比較を被験者に行わせた．また，開発したシステムの改良に必要な情

報を得る事も目的とした． 

 

5.3.2 方法 

 今回のケーススタディでは，開発したシステム(以下，システム)，検索エンジンとして

Google(以下，検索エンジン)，就職支援サイトとしてリクナビとマイナビの検索機能(以下，

支援サイト)を用いて被験者に企業研究を行わせた．企業研究の対象はそれぞれのシステ

ム，検索エンジン，支援サイトにつき 1 社とし，その内容は企業概要，製品・サービス，

採用・選考に関する情報（スケジュール・噂など），昨年度の売上，競合他社との比較と

指定した．被験者にはこれらの情報が載っている Web ページを検索させ，企業研究に有

用な情報をワープロソフトへコピー&ペーストさせた．制限時間はそれぞれ 20分とした．

被験者としては，本学の大学院生 6 名に依頼した．企業研究に利用するシステム，検索エ

ンジン，支援サイトを使う順序は被験者間でカウンターバランスが取れるように調整した． 

 実験終了後にはアンケートを記述してもらった．アンケート内容については，システム

と支援サイト，支援サイトと検索エンジン，システムと検索エンジンをそれぞれ比較して，

企業検索と検索結果提示において，どちらが良かったかをシェッフェの一対比較法に基づ

き 5 段階(A と B を比べて，A が良い：2 点，どちらかというと A が良い：1 点，同程度：

0 点，どちらかというと B が良い：-1 点，B が良い：-2 点)で評価させ，その理由を記述

させた．また，システムについては良かった点，悪かった点も記述させた． 

 

5.3.3 結果 

 システム，検索エンジン，支援サイトを比較して，どの段階に何名回答したかについて

企業検索に関する結果は表 4，検索結果提示に関する結果は表 5 に示す．さらに，企業検

索と検索結果提示それぞれの結果と点数の内積を従属変数，表 6 に示す実験条件の組み合

わせによるダミー変数を説明変数として重回帰分析を行い，それにより得られた定数項と

係数の値を尺度値として，実験条件間の相対的な評価を確認した．図 14 は企業検索に関

する評価の尺度図，図 15 は検索結果提示に関する評価の尺度図である．これら尺度は，
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重回帰分析において回帰式の第 1 変数 x1の係数の値が支援サイトの尺度，第 2 変数 x2の

係数の値がシステムの尺度，定数項の値が検索エンジンの尺度に対応する．これらの図よ

り，システムは企業検索に関しては他の 2 つより良い評価であったことがわかった．また

検索結果提示に関しては，支援サイトよりは良くない評価だったが，検索エンジンよりは

良い評価であったことがわかった． 

 

表 4. 企業検索に関する一対比較の結果 

 

A      B 

 A が良い ど ち ら か

と い う と

A が良い 

同程度 ど ち ら か

と い う と

B が良い 

B が良い  

システム 0 人 3 人 1 人 0 人 2 人 支援 

サイト 

支援 

サイト 

0 人 4 人 0 人 1 人 1 人 検索 

エンジン 

システム 1 人 4 人 0 人 0 人 0 人 検索 

エンジン 

 

表 5. 検索結果提示に関する一対比較の結果 

 

A      B 

 A が良い ど ち ら か

と い う と

A が良い 

同程度 ど ち ら か

と い う と

B が良い 

B が良い  

システム 0 人 3 人 1 人 1 人 1 人 支援 

サイト 

支援 

サイト 

2 人 2 人 0 人 2 人 0 人 検索 

エンジン 

システム 2 人 1 人 2 人 0 人 1 人 検索 

エンジン 
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表 6. 比較するサイトまたはシステムの組み合わせによるダミー変数 

 

システム  

VS 

支援サイト 

1 -1 0 

支援サイト  

VS 

検索エンジン 

0 1 -1 

システム  

VS 

検索エンジン 

1 

 

0 -1 

 

  

図 14. 企業検索に関する評価の尺度図 

 

  

図 15. 検索結果提示に関する評価の尺度図 

 

以下，各々の被験者が閲覧したサイトのドメインの数を表 7 に，出典ページ数を表 8 に，

閲覧ページ数を表 9 に，表別の Web ページを閲覧する為に検索結果を表示した回数を表 9

に示す．なお便宜上，被験者名については被験者 1〜6 と呼ぶ． 

 

 

-6 -4 -2 0 2 4 6

回帰式：y=5*x1 +  8*x2 -4 
検索エンジン：3位 就職支援サイト：2位
開発したシステム：1位

0 1 2 3 4 5

回帰式：y=3*x1 + 2*x2  +1

検索エンジン：3位 就職支援サイト：1位 開発したシステム：2位
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表 7. 閲覧ドメイン数 

 

 被験者 1 被験者 2 被験者 3 被験者 4 被験者 5 被験者 6 

システム 4 個 5 個 6 個 3 個 6 個 4 個

支 援 サ イ

ト 

1 個 1 個 4 個 1 個 2 個 3 個

エンジン 9 個 9 個 11 個 4 個 12 個 6 個

 

表 8. 出典ページ数 

 

 被験者 1 被験者 2 被験者 3 被験者 4 被験者 5 被験者 6 

システム 7 頁 7 頁 6 頁 5 頁 6 頁 7 頁

支 援 サ イ

ト 

9 頁 8 頁 4 頁 5 頁 6 頁 8 頁

エンジン 8 頁 5 頁 4 頁 6 頁 4 頁 4 頁

 

表 9. 閲覧ページ数 

 

 被験者 1 被験者 2 被験者 3 被験者 4 被験者 5 被験者 6 

システム 16 頁 24 頁 17 頁 13 頁 21 頁 26 頁

支 援 サ イ

ト 

10 頁 14 頁 15 頁 5 頁 11 頁 14 頁

エンジン 24 頁 34 頁 31 頁 20 頁 29 頁 36 頁

 

表 10. 別の Web ページを閲覧する為に検索結果を表示した回数 

 

 被験者 1 被験者 2 被験者 3 被験者 4 被験者 5 被験者 6 

システム 5 回 8 回 8 回 1 回 8 回 12 回

支 援 サ イ 8 回 16 回 5 回 4 回 5 回 10 回
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ト 

エンジン 9 回 18 回 23 回 5 回 19 回 16 回

 

 

 

以下に，5 段階評価にあわせて記述させた理由の内容を示す．ここではその内容を企業検

索，検索結果提示それぞれについて，比較の組み合わせとその評価ごとに掲載する． 

 

◎企業検索について 

○システム VS 支援サイト 

＃システムが良い，どちらかというとシステムが良い 

 優先度の設定が出来る事で，優先したい情報を入力できたから． 

 優先度を設定して検索ができる点について本システムは画期的だと感じたから． 

 検索項目が多く，優先度の設定で条件を指定しやすかったから． 

 

＃支援サイトが良い，どちらかというと支援サイトが良い 

 クリック回数が少ない分，より詳細に調べられたから． 

 支援サイトでは予め企業が持つ項目の情報が登録されているので希望する勤務地等

の情報を正確に反映した企業リストが提示されるため． 

 

＃同程度 

 企業の大まかな内容を知れるという点は支援サイトだが，リンクを貼っていない場

合があることや他人の口コミを調べるのが難しい点があるため，同程度とした． 

 

○支援サイト VS 検索エンジン 

＃支援サイトが良い，どちらかというと支援サイトが良い 

 自分の知らない企業も発見できるため．検索エンジンでは予め企業を知っている必

要があるため知らない企業を探すのは難しい． 

 やはり正確な希望に沿った企業のリストを出してくれるのが大きいから． 

 検索エンジンに関しては，そもそも就職支援向けではなく，業種タブ等が存在しな

いため企業の探し方に戸惑ってしまったから． 

 必要な情報が予めピックアップされているため．ただし製品の具体的な内容は検索

エンジンからたどる方が情報を拾い易い． 
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＃検索エンジンが良い，どちらかというと検索エンジンが良い 

 支援サイトは具体的な企業名が絞られていない場合，入力に難があるため．対して，

検索エンジンではキーワードで指定できるので，検索の仕方次第で自由度が大きい

ため． 

 検索エンジンで行った各社のページの方がより詳細に書かれていたため． 

○システム VS 検索エンジン 

＃システムが良い，どちらかというとシステムが良い 

 直感的に使い易いため．考えなくてすむため． 

 自分の知らない企業も発見できるため．検索エンジンでは予め企業を知っている必

要があるため，知らない企業を探すのは難しい． 

 本システムでは希望項目に沿った企業リストを出してくれるため． 

 検索エンジンに関しては，そもそも就職支援向けではなく，業種タブ等が存在しな

いため企業の探し方に戸惑ってしまったから． 

 必要な情報が予めピックアップされているため． 

 

＃検索エンジンが良い，どちらかというと検索エンジンが良い 

 先にキーワード入力ができたため，絞り込みでより詳細に調べられたから． 

 

◎検索結果提示について 

○システム VS 支援サイト 

＃システムが良い，どちらかというとシステムが良い 

 支援サイトでは候補がそろっていないため，比較を行うために企業ページへ直接行

く事は出来ないが，システムではすでに企業ページへのリンク，その他へのリンク

が提示されているので比較が行い易いから． 

 システムの方が企業の情報や他人の口コミなどを集めてき易いため．ただ，情報量

が多すぎるのが難． 

 ある程度希望する企業が絞られている場合，システムの方が比較しやすいため．多

くの企業を調べる場合は支援サイトの方が見易いと感じた． 

 

＃支援サイトが良い，どちらかというと支援サイトが良い 

 「採用情報」という明らかに分かるページが共通して存在するため． 

 独自に企業の情報をまとめていてわかりやすいから． 
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＃同程度 

 支援サイトは企業検索の際，企業の一押し情報など企業名以外の情報が提示された

点が良かった．しかしながら一度に（一画面当たり）提示される企業数がシステム

は企業数が多く，そのあたりは提示企業数と一押し情報とのトレードオフであり，

自分としては一長一短であり同程度だと感じた． 

○支援サイト VS 検索エンジン 

＃支援サイトが良い，どちらかというと支援サイトが良い 

 支援サイトは内容が整理されており，見出しもわかりやすいから．検索エンジンは

場合によっては同名他社の情報が提示されるため，見にくい． 

 「採用情報」という明らかに分かるページが共通して存在するため． 

 検索エンジンに関しては検索している内容がそもそも適しているのか分かりづらく，

さらに質の高い提示がされているのか判断できない点が問題だと感じたため． 

 希望する企業名が確定しているなら検索エンジンの結果が多面的で見やすいため．

しかし，複数企業の特定項目の比較は支援サイトの方が見やすい． 

 

＃検索エンジンが良い，どちらかというと検索エンジンが良い 

 支援サイトでは大まかな情報しか記載されていないため，他人の口コミや詳細情報

を探すのが難しいため． 

 数値的でない口コミ等の情報が効率的に拾えるため． 

 

○システム VS 検索エンジン 

＃システムが良い，どちらかというとシステムが良い 

 対象とする情報がある程度整理されており，検索エンジンよりは見やすいから． 

 検索エンジンに関しては検索している内容がそもそも適しているのか分かりづらく，

さらに質の高い提示がされているのか判断できない点が問題だと感じたため． 

 複数企業の比較が行いやすかったから．検索エンジンの場合，再度の検索が必要で

同じ項目も見つけ辛かった． 

 

＃検索エンジンが良い，どちらかというと検索エンジンが良い 

 クリック回数が少ないから． 
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＃同程度 

 詳細な情報を集めてこられる点では同レベルであると感じました． 

 本システムは口コミ等ジャンル別にわかれていたのでわかりやすかった． 

 

 

 

最後に，システムの良い点・悪い点について記述されていた内容を示す． 

 

システムの良い点 

○企業検索について 

 優先度を設定して検索できる点． 

 優先度を設定して検索できる機能は面白い機能であり，特に人それぞれ求める情報

が違うため有効ではないかと思う．機能として非常に良いと思う． 

 企業が持つ項目を下に企業検索が正確にできる． 

 条件に合う複数企業の比較に便利だと感じた． 

○検索結果提示について 

 情報がある程度まとまって出力されており，目的の情報を見つけ易かった． 

 IR, フリーワードであらかじめ絞り込める点． 

 企業概要，口コミ等情報別に結果が提示されて分かり易かった． 

 

システムの悪い点 

○企業検索について 

 優先度の設定が分かりにくい． 

 優先度の設定が検索結果に反映された実感がなかった． 

 企業検索の提示情報の質においての一例で，(外資系のタブにチェックをつけ)優先度

を設定して検索を行ったにも関わらず，あまり提示されなかった点は不満に感じた． 

 ある企業を選択すると，前の検索結果が更新されてすぐ下にあった企業を選択する

ために，また探す羽目になった． 

 同じ項目の比較は支援サイトのように項目が並んで見える方が分かり易い． 

 

○検索結果提示について 

 企業の情報をもっと比較し易い形で提示できる様にして欲しい． 
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 一つ上の企業の検索結果が終わるまで次の情報が見られない点． 

 企業情報を調べる際に，提示する内容（口コミ）等に関しては妥当である感じた一

方，検索後提示された情報が直感的に何なのかわかりにくいと感じた． 

 同じドメインの検索結果は 1 つか 2 つ程度ヒットすれば十分かと思った． 

 もう少し，リンク先の情報を拾い，加工してから提示できるとより扱い易いかも．

ただリンクが並んでいるとわかりにくい． 

5.3.4 考察 

前項で示した結果から，企業検索においては従来の手法よりシステムの有効性が示唆され

た．一方で，検索結果提示においては検索エンジンよりは評価は高かったものの，支援サ

イトと比較すると評価は低いという結果となった．この結果について，得られたコメント

を基に考察し，その中で明確になった改善すべき部分について検討する． 

 

○ 企業検索について 

 「システムのほうが良かった」，あるいは「どちらかというとシステムのほうが良か

った」を選択した理由として，支援サイトと比較した場合は，優先度を設定できる点が

よかったとのコメントが多かった．また，システムの良い点にも，優先度についての記

述が見られた．よって，優先度を設定することは概ね有効であることが伺えた．また検

索エンジンと比較した場合は，希望を直感的に反映できることや，知らない企業を知る

事が出来る点が選んだ理由として挙げられていた．これらにより，企業検討支援機能に

は一定の有効性があることが示唆された． 

 一方で，システムと支援サイトとを比べて，企業の情報までたどり着くのにクリック

回数が多いため，支援サイトが良いと回答した被験者もいた．この被験者は，情報源に

たどりつくまでが企業検索であると認識していたと考えられる．企業一覧を提示する段

階で，少し詳細な情報を示すことや，企業へのリンクを提示することでクリックの回数

を減らす事ができ，素早く情報源にたどり着くことができると考えられる． 

 システムで悪かった点については，希望の入力や優先度の設定がし辛いというユーザ

インタフェース面での不満や，優先度設定の仕組みがわかりにくいという意見があった．

前者は，画面のスクロールをしなければ入力のチェックボックス全体を見られないこと

が原因であると考えられ，解決策としては，項目分類ごとに表示・非表示を選択させ，

入力したい項目分類だけを表示させる手法が考えられる．後者はヘルプ機能等の操作説

明を加える事で解決できると考えられる．また，企業一覧の更新が反対に煩わしいとい

う意見も見られた．これは企業を 1 社選択すると一覧が更新される仕様に因るものであ
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り，チェックボックス等で複数企業を選択した後に更新するようにすれば解決できると

考えられる． 

 

○ 検索結果提示について 

 システムと支援サイトおよび検索エンジンを比較して，「システムのほうが良かった」，

あるいは「どちらかというとシステムのほうが良かった」を選択した理由として，支援

サイトと比較した場合，情報源が多様であることが良かったとの記述があった．また検

索エンジンと比較した場合は，情報をある程度まとめて提示している点や企業間の比較

がし易い点が良かったと記述されていた．システムの良い点にも，情報がまとめて提示

されることや IR 情報などを予め設定できる点が良かったと記述されていた．これらに

より，企業情報検索機能や企業研究情報提示機能には一定の有効性があることが示唆さ

れた． 

 一方で，システムおよびと支援サイトと比べて，支援サイトのほうが良いと評価した

被験者は，企業ごとに情報がまとまっていて良かったという回答や，採用情報が共通し

て存在したという回答をしていた．開発したシステムの方が良いと評価した被験者にも

「複数企業の特定項目の比較は支援サイトの方がみやすい．」との回答が見られた．こ

のような見方をしていた被験者にとっては，支援サイトの情報提示がよりわかりやすか

ったものと思われる． 

 システムで悪かった点については，検索結果の提示の仕方に不満を持つ意見があり，特

に企業間での比較がし辛いと感じる意見が複数あった．システムでは API から返される

XML データの内部を特に加工せずに利用しているため，この部分に関してなんらかの工

夫が必要であると考えられる．解決策として，例えば企業概要に関しては，ドメイン指定

をして企業内のみを検索するようにし，XML ファイル内にあるリンク先の HTML ファイ

ルを取得し，企業概要に関する部分をスクレイピングして提示することが考えられる．ま

た，このような情報を企業毎に提示する事で複数企業の特定項目の比較が可能になり，就

職支援サイトの優位点を取り入れる事ができると考えられる． 

 

5.3.5 開発機能の評価 

 開発した機能が企業研究における Web 検索に有効であるかを確認した．まず，企業情

報検索機能について評価した．企業情報検索機能は 4.2 の図 5 で示すペルソナ C と E が

抱える企業検索における課題を解決するために設計した．表 11 にシステム，支援サイ

トおよび検索エンジンを利用しての企業研究において企業研究ノートを作成させた時，
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それぞれを利用した際の閲覧ドメイン数の平均と分散，表 12 に出典ページ数に対する

閲覧ページ数の割合の平均と分散を示す．表 11 と表 12 よりそれぞれの平均から, 支援

サイトは有用な情報にアクセスし易いが情報源が支援サイト内のみであり，検索エンジ

ンは多数の情報源にアクセスできているが適切でない情報源にアクセスしていること

が多く，システムは閲覧ドメイン数および出典ページ数に対する閲覧ページ割合のバラ

ンスがとれていることが言える．よって，企業情報検索機能で企業検索における課題を

解決できる可能性が示唆されたと考えられる． 

 

 

 

 

 

表 11. 閲覧ドメイン数の平均と標準偏差 

 

 平均(個) 標準偏差 

システム 4.7 1.11 

支援サイト 2.0 1.15 

検索エンジン 8.5 2.75 

 

表 12. 出典ページ数に対する閲覧ページ数の割合の平均と標準偏差 

 

 平均 標準偏差 

システム 0.337 0.060 

支援サイト 0.642 0.243 

検索エンジン 0.198 0.083 

 

 

 次に，企業研究情報提示機能について評価した．企業研究情報検索機能は 4.2 の図 5 で

示すペルソナ B と D が抱える検索結果提示における課題を解決するために設計した．表

13に別のWebページを閲覧する為に検索結果を表示した回数を示す．表 13よりシステム，

支援サイトおよび検索エンジンを使用した場合を比較すると，システムを使用した場合は
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検索結果を表示した回数が少ない．よって，企業研究情報提示機能で検索結果提示におけ

る課題を解決できる可能性が示唆されたと考えられる． 

 

表 13. 別の Web ページを閲覧する為に検索結果を表示した回数の平均と標準偏差 

 

 平均(回) 標準偏差 

システム 7.0 3.37 

支援サイト 8.0 4.12 

検索エンジン 15.0 6.14 

 

 

第 6 章 まとめ 
 本稿ではまず，就職活動における企業研究の意義と，企業研究における Web 検索の重

要性，従来の手法として検索エンジンと就職支援サイトを利用する場合の課題について述

べた．次に観点を含めた情報検索のモデルの提案，観点，キーワードセットの定義を行っ

た．そして，ペルソナを用いてシステムを利用する大学院生像の設計を行った上で，実際

のシステムの開発を行った．  

 開発したシステムは，ユーザの希望する業種，職種，本社所在地，制度・待遇やその中

での優先度に基づいて企業一覧を提示し選択した企業によってその提示順序を更新する

企業検討支援機能，選択した企業の企業概要，IR 情報，口コミ情報を検索する企業情報

検索機能，先の情報に対する検索結果を情報毎にまとめて提示する企業研究情報提示機能

を持つ．  

 最後に，開発したシステムが企業研究に有効であるか確認するためケーススタディを行

った．本ケーススタディでは被験者にシステムを使って企業を調査させ，検索エンジンと

就職支援サイトとを比較してどちらが良かったかをシェッフェの一対比較法に基づいて5

段階で評価させるとともに，その理由を自由記述させた．その結果，既存の検索エンジン

に対しては企業検索および検索結果提示に関して，就職支援サイトの検索機能に対しては

企業検索に関して優位性があることが示唆され，自由記述からも設計した機能に一定有効

性があったことが伺われた．また, システムにさらに求められる機能や，機能改善の提案

についても収集する事ができた．さらに，開発した機能が課題を解決できる可能性が示唆
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された． 

 今後の課題としては，5.3.4 で述べたユーザインタフェースや検索結果提示の改良が挙

げられる．また，システムの実用化を考慮すると，ブラウザに提示する内容をユーザごと

に制御することや，業種や職種などの希望をユーザごとに管理することが必要になる．そ

のためには，ユーザ認証機能とユーザの希望を管理するデータベースが必要になる．さら

に，企業研究で調べることをあまり把握していない学生に対しては，就職活動全体の概念

についてオントロジーを用いて整理し，その中で企業研究に関する語を検索クエリの候補

として提示する機能も必要であると考えられる．今後は，このような機能やデータベース

の設計を行いたいと考えている．なお，今回のケーススタディでは企業一覧の更新やシス

テムと検索 API との間での検索クエリや XML データの受け渡しなど，システムの内部処

理にかかる時間については支援サイトや検索エンジンでの処理にかかる時間と比べると

遅いことが明確であったため，評価の対象とはしなかった．この処理時間についても，短

縮できるように計算方法や検索時の内部処理方法を再考したい． 
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